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Ⅴ　業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、「内部統制システムの構築」に
ついて下記のとおり決定しております。

①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
社内規定等に基づき、各担当部門において適切かつ確実に保存および管理を行うこと
としており、取締役および監査役が必要に応じて閲覧できる状態を維持している。

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスク管理規定に基づき定期的にリスクを把握・評価するとともに、適切に

対処することとしているほか、重要なリスク情報については、リスク管理委員会での
審議を経て、取締役会に報告することとしている。
特に、当社の主事業である運輸交通事業については、事故の絶滅を期すことを目的

として、安全管理規程を定め、安全マネジメント態勢を構築している。
また、大規模な事故・災害等が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を

設置して対応する。

③　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること、及び取締役の職務の
執行が効率的に行われることを確保するための体制
「山陽電鉄グループ企業倫理規範」の制定、および監査部に「コンプライアンス相談

窓口」を設置するとともに、社外の弁護士を「社外通報窓口」としコンプライアンス
体制を整備することにより、実効性を強化している。
また、コンプライアンス体制のなかで収集したコンプライアンスに関するリスク管理

情報の審議結果については、監査役会に報告するほか、必要に応じて意見を求めている。
取締役の効率的な職務の執行については、社内規定等に基づいた職務権限および意思

決定ルールにより適切に行っている。
また、執行役員制度に基づき業務執行の効率化をはかるとともに、取締役会における

監督機能を強化している。
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④　企業集団における業務の適正を確保するための体制
グループ会社の取締役の職務の執行状況については、経営統括本部が定期的にまたは
必要に応じて、グループ会社の取締役から報告を受けることとしている。
経営統括本部は、グループ会社のリスク情報聴取を定期的に行っており、損失の危険

の恐れがある場合には、当該グループ会社と連携して対処にあたることとしている。
経営統括本部は、グループ会社の取締役の効率的な職務の執行を確保するため、

各グループ会社に収支計画において経営目標を設定させ、その執行状況を確認している
ほか、法務および経理関係業務等に関する指導を行っている。
グループ会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するため、「山陽電鉄グループ企業倫理規範」の制定、および監査部に
「コンプライアンス相談窓口」を設置するとともに、社外の弁護士を「社外通報窓口」
としコンプライアンス体制を整備するほか、監査部がグループ会社の内部監査を
実施し、必要に応じて内部統制の改善策の指導、実施の支援・助言を行うことにより、
内部統制の有効性と妥当性を確保している。

⑤　監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性、並びに
監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
監査役の職務を補助するため、監査部の構成員を監査役の職務を補助する使用人と

している。当該使用人は、監査役の行う業務の執行に関しては、監査役の指揮・命令を
受ける。
監査部の構成員たる使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の

任命・異動等の人事権に関わる事項の決定には、あらかじめ常勤の監査役に相談し意見
を求めることにしている。

⑥　当社の取締役及び使用人、並びにグループ会社の取締役、監査役及び使用人又は
これらの者から報告を受けた者が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制
当社の取締役、執行役員および使用人は、監査役に回付する書類および報告する

事項等について定めた内規に基づき、監査役の職務遂行のため、監査に必要な情報を
適切かつ適時に報告する。
内部監査人（監査部）、会計監査人は、監査役会に対し、定期的に監査状況および

結果の報告を行っている。
当社の取締役、執行役員および使用人、ならびにグループ会社の取締役、監査役
および使用人またはこれらの者から報告を受けた者は、当社およびグループ会社の業務
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または業績に影響を与える重要な事項について、監査役に都度報告する。また、監査役
はいつでも必要に応じて、当社の取締役、執行役員および使用人、ならびにグループ
会社の取締役、監査役、使用人およびこれらの者から報告を受けた者に対して報告を
求めることができる。
当社は、上記の監査役への報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由と

して不利な取扱いをすることを禁止している。

⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制、及び監査役の
職務の執行について生じる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役は監査役会で決議した監査の方針等に基づき、取締役会や経営会議等の重要な

会議に出席して意見を述べるほか、監査役の監査の実効性を確保するため、取締役等
からその職務の執行状況を聴取すること、重要な決裁書類および帳票類を閲覧すること、
主要な工事の竣工検査に立ち会うこと、および主要な事業職場における業務および
財産の状況を調査することができる体制を整備している。
また、当社は監査役の職務の執行について生じる費用または債務は、請求のあった

後、速やかに処理することとしている。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　コンプライアンスに対する取組み
　全社員および全役員（グループ会社役員を含む）に対してコンプライアンスに関する
研修を実施するなど、「山陽電鉄グループ企業倫理規範」の周知徹底をはかるととも
に、当社の取締役、監査役、執行役員および使用人、ならびにグループ会社の取締役、
監査役および使用人に「コンプライアンスカード」を配付しコンプライアンスの啓発に
努めました。また、コンプライアンス体制の一環として、監査部に「コンプライアンス
相談窓口」および社外に弁護士による「社外通報窓口」を設置しており、コンプライ
アンス相談および教育・啓発等の内容については取締役会に報告をいたしました。

②　損失の危険の管理に関する取組み
　リスク管理体制をより強固な体制にするため、リスク管理規定に基づきリスク管理
委員会を設置し、重要なリスク情報については、同委員会での審議を経て、取締役会に
報告をいたしました。なお、主事業である鉄道事業については、定期的に開催する
安全推進委員会において、把握したリスクへの対応について審議し、速やかに対処
しました。
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③　グループ会社の管理に関する取組み
　経営統括本部において、グループ会社の取締役から職務の執行状況について定期的に
報告を受け、重要事項についてはあらかじめ承認手続を行うとともに、グループ会社の
リスク情報聴取を定期的に行いました。また、監査部においてグループ会社の業務全般
について内部監査を実施し、内部統制の有効性と妥当性を確保しました。

④　取締役の職務執行
　取締役の職務の効率性を確保するため取締役会を8回開催し、取締役会規則に
基づき、予算の策定のほか法令および定款に定められた事項ならびに業務執行上の重要
事項について決定しました。また、これに先立つ経営会議において、事業推進に伴う
リスクを踏まえ多面的な検討を行いました。

⑤　監査役の職務執行
　監査役は、監査役会規則に基づき監査役会を10回開催したほか、取締役会や
経営会議等の重要会議に出席し社内の重要な意思決定の過程および業務の執行状況を
把握しました。また、当社の取締役、執行役員および使用人、ならびにグループ会社の
取締役、監査役および使用人から適宜必要な報告・説明を受け監査の実効性確保に
努めるとともに、内部監査人（監査部）および会計監査人と職務遂行に必要な連携を
はかりました。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株　主　資　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 10,090 7,037 27,814 △177 44,765
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △667 △667
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,664 2,664

自 己 株 式 の 取 得 △71 △71
自 己 株 式 の 処 分 19 50 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 19 1,997 △21 1,996
当 期 末 残 高 10,090 7,057 29,812 △198 46,761

その他の包括利益累計額
純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,582 624 2,206 46,971
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △667
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,664

自 己 株 式 の 取 得 △71
自 己 株 式 の 処 分 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 587 88 676 676

当 期 変 動 額 合 計 587 88 676 2,672
当 期 末 残 高 2,169 713 2,883 49,644

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

Ⅰ　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
⒈　連結の範囲に関する事項

　当社は、全ての子会社を連結しております。当連結計算書類に含まれた連結子会社は
14社で、主要な連結子会社の名称は株式会社山陽百貨店であります。

⒉　持分法の適用に関する事項
　当社は、全ての関連会社に対して持分法を適用しております。当連結計算書類に
含まれた持分法適用会社の名称は姫路再開発ビル株式会社であります。

Ⅱ　会計方針に関する事項
⒈　資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

市場価格のない株式等…………………移動平均法に基づく原価法
なお、投資有価証券のうち、匿名組合出資
金については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な最近の決算書
を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
分譲土地建物………………………………個別法に基づく原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）
商品及び製品………………………………売価還元法に基づく原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）
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⒉　固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

当社……………………………………………取替法・定額法
連結子会社……………………………………定率法（但し、株式会社山陽百貨店ほか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一部の連結子会社は定額法）

⑵　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
⒊　引当金の計上基準

⑴　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

⑵　賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えて、将来の支給見込額のうち当連結会計年度における支給
見込額を計上しております。

⑶　役員賞与引当金
　役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

⒋　収益及び費用の計上基準
⑴　旅客収入に関する収益認識

　当社グループの運輸業における顧客との契約から生じる収益は、主に鉄道事業及び
バス事業における旅客収入であり、運送約款に基づいて顧客に対し旅客の輸送サービス
を提供する義務を負っております。これらの収益認識は、定期外旅客の場合は、旅客券
の販売日中に履行義務が充足されるため、当該販売時点で収益を認識しております。
また、定期旅客の場合は、定期券の利用開始日から経過日数に応じて、収益を認識して
おります。

⑵　商品の販売に係る収益認識
　当社グループの流通業における顧客との契約から生じる収益は、主に百貨店業に
おける商品の販売によるものであり、物品が引き渡される時点で履行義務が充足される
ため、当該引渡時点において収益を計上しております。

⑶　分譲土地建物の販売に係る収益認識
　当社グループの不動産業における顧客との契約から生じる収益は、主に不動産業に
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　繰延税金資産 159百万円

おける分譲マンションの販売によるものであり、顧客との不動産売買契約に基づき当該
物件の引き渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引き渡される一時
点で充足されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。

5.　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る資産及び負債の計上基準

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職
給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職給付債務の
算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理することとしております。
　未認識数理計算上の差異の未処理額については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑵　工事負担金等の会計処理
　当社は、鉄道事業において、国及び地方公共団体等より工事費の一部として工事負担
金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等
相当額により取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。なお、
損益計算書においては、工事負担金等受入額として特別利益に計上するとともに、固定
資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上して
おります。

Ⅲ　会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
　繰延税金資産の計上は、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニング
によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動など
によって影響を受ける可能性があり、実際に発生する課税所得の時期及び金額が見積り
と異なる場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金額に影響を
与える可能性があります。なお、当連結会計年度末の残高は以下の通りです。
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⑴　鉄道財団 43,180百万円

長期借入金 13,651百万円
⑵　建物及び構築物 859百万円

土地 2,101百万円

受入敷金保証金 844百万円

有形固定資産の減価償却累計額 91,863百万円

⑴　供託金（その他） 136百万円
投資有価証券 10百万円

⑵　供託金（その他） 20百万円

Ⅳ　連結貸借対照表に関する注記
⒈　担保に供している資産及び担保に係る債務

債務内訳

債務内訳

　なお、長期借入金残高には一年内返済分を含んでおります。
⒉　資産に係る減価償却累計額

⒊　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額　48,929百万円
⒋　供託資産

　特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律等に基づいて供託しております。

　資金決済に関する法律に基づいて供託しております。
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決　　議 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2022年６月17日
定時株主総会

普通
株式 333 15.0 2022年

 3 月31日
2022年

 6 月20日
2022年11月11日

取締役会
普通
株式 333 15.0 2022年

9月30日
2022年
12月2日

計 667

①　配当金の総額 333百万円
②　1株当たり配当額 15.0円
③　基準日 2023年3月31日
④　効力発生日 2023年6月29日

Ⅴ　連結株主資本等変動計算書に関する注記
⒈　当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式　22,330,598株
⒉　配当に関する事項

⑴　配当金支払額

（注）2022年11月11日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金
０百万円が含まれております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
2023年６月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差　額

⑴　投資有価証券
　　その他有価証券 6,226 6,226 －

⑵　社債 (6,000) (5,943) △57

⑶　長期借入金 (31,371) (31,209) △162

Ⅵ　金融商品に関する注記
⒈　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの
借入及び社債により資金を調達しております。
　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、顧客の財務状況等を確認することに
よってリスク低減を図っております。
　また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の
把握を行っております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備資金（長期）であります。

⒉　金融商品の時価等に関する事項
　2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結
貸借対照表計上額316百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、
現金及び預金、受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金は短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（※）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
3.　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、
以下の３つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に
　　　　　　　　　より算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
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区　　　分
時　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式
　　債券

6,216
10

－
－

－
－

6,216
10

資産計 6,226 － － 6,226

区　　　分
時　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
社債
長期借入金

(5,943)
－

－
(31,209)

－
－

(5,943)
(31,209)

負債計 (5,943) (31,209) － (37,152)

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しております。
⑴　時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

⑵　時価をもって連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：百万円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　　　投資有価証券
　　　　上場株式及び国債は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び国債は活発な市場で取引されているため、
　　　その時価をレベル１の時価に分類しております。
　　　社債
　　　　当社の発行する社債の時価は、相場価格に基づき算定しており、その時価をレベル1の時価に分類しております。
　　　長期借入金（１年内返済予定含む）
　　　　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
　　　しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額 時　　　価

23,866 34,354

（注2） 当連結会計年度末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」を斟酌して自社で算定した金額であり
ます。ただし、一定の評価額が適切に市場価格を反映していると考えられる場合は、当該評価額や連結貸借対照表
計上額をもって時価としております。

報告セグメント
計

運輸業 流通業 不動産業 レジャー・
サービス業 その他の事業

鉄道事業
バス事業
百貨店業
不動産分譲業
飲食業
その他

12,447
3,616

－
－
－

1,165

－
－

7,840
－
－

1,342

－
－
－

5,180
－
－

－
－
－
－

1,599
378

－
－
－
－
－

1,255

12,447
3,616
7,840
5,180
1,599
4,141

顧客との契約から
生じる収益 17,229 9,182 5,180 1,977 1,255 34,825

その他の収益 779 － 3,308 － － 4,087

計 18,008 9,182 8,488 1,977 1,255 38,913

Ⅶ　賃貸等不動産に関する注記
⒈　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社では、兵庫県その他の地域において、賃貸用の土地建物を有して
おります。

⒉　賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

（注1） 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

Ⅷ　収益認識に関する注記
1.　収益の分解情報

（単位：百万円）

2.　収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は「Ⅱ　会計方針に関する事項　4.　収益及び
費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高）
　売掛金 3,733

顧客との契約から生じた債権（期末残高）
　売掛金 3,367

契約負債（期首残高）
　前受金、前受運賃及び商品券 4,808

契約負債（期末残高）
　前受金、前受運賃及び商品券 5,038

3.　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産及び契約負債の残高等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表上、契約負債は流動負債の「その他」に計上しております。契約負債
は、当社グループが発行した定期券や商品券、または分譲マンションの手付金として
預かったもののうち、期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていた
ものは、3,556百万円であります。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
定期券や分譲マンションの手付金の残存履行義務に配分した取引価格は、１年以内で

収益を認識すると見込んでおります。また、商品券の残存履行義務に配分した取引価格
は、今後１年から10年の間で収益を認識すると見込んでおります。

顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。
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1株当たり純資産額 2,234円38銭
1株当たり当期純利益 119円94銭

Ⅸ　1株当たり情報に関する注記

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する
自己株式に含めております。また、1株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する
自己株式に含めております。

Ⅹ　その他の注記
⒈　収用等代替資産圧縮損

　　当連結会計年度における圧縮損　10百万円
⒉　役員向け株式報酬制度の導入

　当社は、2022年６月17日開催の第133回定時株主総会決議に基づき、執行役員を兼務
する取締役（社外取締役を除く。）及び取締役を兼務しない執行役員（以下「対象者」
という。）を対象とする信託を用いた株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入
しております。
⑴　取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」と
いう。）が当社株式を取得し、当社が各対象者に付与するポイントの数に相当する数
の当社株式が本信託を通じて各対象者に対して交付される、という株式報酬制度で
あります。なお、対象者が当社株式の交付を受ける時期は、原則として対象者の
退任時であります。

⑵　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に
より、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び
株式数は、当連結会計年度において、69百万円、31千株であります。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資　本　金 資 本 剰 余 金
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 10,090 2,522 4,328 6,851
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
圧 縮 積 立 金 取 崩 額
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 19 19
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － 19 19
当 期 末 残 高 10,090 2,522 4,348 6,871

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

その他利益剰余金 利益剰余金合計圧縮積立金 別途積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 3,947 50 19,764 23,762
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △667 △667
当 期 純 利 益 2,507 2,507
圧 縮 積 立 金 取 崩 額 △68 68 －
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 △68 － 1,909 1,840
当 期 末 残 高 3,878 50 21,674 25,603
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株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計
当 期 首 残 高 △177 40,526 1,545 1,545 42,072
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △667 △667
当 期 純 利 益 2,507 2,507
圧 縮 積 立 金 取 崩 額 － －
自 己 株 式 の 取 得 △71 △71 △71
自 己 株 式 の 処 分 50 70 70
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 571 571 571

当 期 変 動 額 合 計 △21 1,839 571 571 2,410
当 期 末 残 高 △198 42,366 2,116 2,116 44,482

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表
(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
⒈　資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式…………………移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　市場価格のない株式等………………移動平均法に基づく原価法

なお、投資有価証券のうち、匿名組合出資金に
ついては、組合契約に規定される決算報告日
に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と
し、持分相当額を純額で取り込む方法によっ
ております。

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
分譲土地建物………………個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）
貯蔵品………………………移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価
　　　　　　　　　　　　切下げの方法）

⒉　有形固定資産の減価償却の方法
鉄道事業取替資産……………取替法
その他の有形固定資産………定額法

⒊　引当金の計上基準
⑴　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上して
おります。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理
することとしております。
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⑵　貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

⑶　賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

⑷　役員賞与引当金
　役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

⑸　役員株式給付引当金
　株式交付規程に基づき、当社の執行役員を兼務する取締役（社外取締役を除き
ます。）及び取締役を兼務しない執行役員に付与されたポイントに応じた株式の給付
見込額に基づき計上しております。

⒋　収益及び費用の計上基準
⑴　旅客収入に関する収益認識

　当社の鉄道事業における顧客との契約から生じる収益は、主に旅客収入であり、運送
約款に基づいて顧客に対し旅客の輸送サービスを提供する義務を負っております。
これらの収益認識は、定期外旅客の場合は、旅客券の販売日中に履行義務が充足される
ため、当該販売時点で収益を認識しております。また、定期旅客の場合は、定期券の
利用開始日から経過日数に応じて、収益を認識しております。

⑵　分譲土地建物の販売に係る収益認識
　当社の付帯事業における顧客との契約から生じる収益は、主に分譲マンションの販売
によるものであり、顧客との不動産売買契約に基づき当該物件の引き渡しを行う義務を
負っております。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足されるものであり、
当該引渡時点において収益を計上しております。

⒌　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　工事負担金等の会計処理

　当社は、鉄道事業において、国及び地方公共団体等より工事費の一部として工事
負担金等を受けております。これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等
相当額により取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。なお、
損益計算書においては、工事負担金等受入額として特別利益に計上するとともに、固定
資産の取得原価から直接減額した額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上して
おります。
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　繰延税金負債 1,732百万円

Ⅱ　会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
　繰延税金資産の計上は、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニング
によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動など
によって影響を受ける可能性があり、実際に発生する課税所得の時期及び金額が見積り
と異なる場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金負債と相殺される繰延税金
資産の金額に影響を与える可能性があります。なお、当事業年度末の繰延税金負債の
残高は以下の通りです。

　貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しております。
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⑴　鉄道事業固定資産 43,180百万円

　長期借入金 13,651百万円
⑵　付帯事業固定資産 2,960百万円

受入敷金保証金 844百万円

有形固定資産の減価償却累計額 73,939百万円

有形固定資産 68,928百万円
土地 23,330百万円
建物 17,087百万円
構築物 18,372百万円
車両 6,963百万円
その他 3,175百万円

無形固定資産 342百万円

株式会社山陽百貨店 929百万円

供託金（その他）
投資有価証券

136百万円
10百万円

短期金銭債権 217百万円
長期金銭債権 2,870百万円
短期金銭債務 2,536百万円
長期金銭債務 8百万円

Ⅲ　貸借対照表に関する注記
⒈　担保に供している資産及び担保に係る債務

（財団組成）
債務内訳

債務内訳

　なお、長期借入金残高には一年内返済分を含んでおります。
⒉　資産に係る減価償却累計額

⒊　事業用固定資産

⒋　債務保証
　下記の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

⒌　供託資産

　特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律等に基づいて供託しております。
⒍　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

⒎　固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額　48,929百万円
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⒈　営業収益 22,018百万円

運送営業費及び売上原価 12,144百万円
販売費及び一般管理費 2,067百万円
諸　　　税 1,217百万円
減価償却費 3,567百万円

営業取引による取引高
営業収益 828百万円
営 業 費 1,120百万円

営業取引以外の取引高 428百万円

普通株式 112,072株
（注）自己株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式31,500株が含まれております。

Ⅳ　損益計算書に関する注記

⒉　営業費

⒊　関係会社との取引高

Ⅴ　株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

Ⅵ　税効果会計に関する注記
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金であり、繰延税金負債の発生の主な
原因は、退職給付信託設定益、固定資産圧縮積立金であります。
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（単位：百万円）

種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 株式会社
山陽百貨店

所有
直接100.0％

債務保証
資金の貸付
土地・建物の
賃貸借
役員の兼任

債務保証
（注1）

資金の貸付
（注2）

929

1,800

－ －

長期貸付金 1,800

1株当たり純資産額 2,002円6銭
1株当たり当期純利益 112円88銭

当事業年度における圧縮損 10百万円

Ⅶ　関連当事者との取引に関する注記
⒈　親会社及び法人主要株主等……該当事項なし。
⒉　子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）金融機関からの借入金929百万円に対するものであります。なお、保証料は受領しておりません。
（注2）資金の貸付につきましては、市場金利を勘案して決定しております。

⒊　兄弟会社等………………………該当事項なし。
⒋　役員及び個人主要株主等………該当事項なし。

Ⅷ　収益認識に関する注記
　連結注記表「Ⅷ　収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を
省略しております。

Ⅸ　1株当たり情報に関する注記

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する
自己株式数に含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。

Ⅹ　その他の注記
⒈　収用等代替資産圧縮損

⒉　役員向け株式報酬制度の導入
連結注記表「Ⅹ　その他の注記　2.　役員向け株式報酬制度の導入」に記載のとおり
であります。
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